
安心・安全確保戦略



「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

高潮・津波対策を推進するための予算の確保

○ 海岸防災事業の推進 ○ 津波・高潮危機管理対策事業の推進
・ 徳山下松港海岸、本浦海岸、江崎漁港海岸、松屋埴生海岸 他１９海岸 ・ 馬ヶ原海岸

○ 周防高潮対策事業の推進
・ 厚狭川、前場川 他８河川

防災・減災対策の推進について（高潮・津波対策の推進）

本県は三方が海に開け、特に、瀬戸内海沿岸には市街地や石油コ
ンビナートなどの産業基盤が集積しているが、入江の多い南向きの海
岸であることから、台風による甚大な高潮被害がたびたび発生

提
案
・要
望

現状

課題・問題点

「海岸保全基本計画」、「河川整備計画」に基づき「高潮対策事業」を推進

・県が管理する海岸保全区域等の延長約５２０kmのうち、整備済みは
約３２０kmで、整備率は約６割程度であり、引き続き、護岸や堤防な
どの計画的かつ早期の整備が必要

周防高潮対策事業
二級河川 前場川

海岸高潮対策事業
徳山下松港 下松・笠戸地区

・津波についても、新たに設計津波高を設定することとしており、津波対
策も推進して行くことが必要

《農林水産省／水産庁／国土交通省》

護岸の整備

離岸堤の設置・嵩上
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小野田港

宇部港 山口港

三田尻中関港
徳山下松港

沖浦西港

沖浦港

山口県高潮対策事業
実施箇所位置図

岩国市

周防大島町

柳井市

柳井港

周南市

下松市

光市

田布施町

平生町

平生港

山口市

防府市

宇部市

下関市

山陽小野田市

萩市

阿武町

長門市

和木町

上関町

島根県

広島県

福岡県

夜市川

田布施川

荒木川

横曽根川

厚東川

前場川 江頭川

神田川

江崎漁港

萩漁港

松屋埴生

黒崎開作

北の江相原

厚狭川

丸尾港

切戸川

本浦海岸西之浦

美祢市

海岸等の区分

漁港海岸 （４海岸）

河川海岸、河川
（3海岸、10河川)

港湾海岸 （12海岸）

農林海岸 （４海岸）

徳山漁港

久賀港

小串港
松谷海岸

仙崎漁港

馬ヶ原海岸
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「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

洪水対策を推進するための予算の確保

○ 河川改修事業の推進 ○ ダム建設事業等の推進
・ 阿武川水系、田万川水系、須佐川水系の河川改修事業の推進（別掲） ・ 平瀬ダム、大河内川ダム、木屋川ダム 他６箇所
・ 厚狭川、木屋川 他２０河川

防災・減災対策の推進について（洪水対策の推進）

・本県では、平成２１年７月の中国・九州北部豪雨、平成２２年７月の
梅雨前線豪雨、平成２５年７月のこれまでに経験のない大雨により、
５年間で３回も甚大な浸水被害が発生
・本年８月にも、県東部において記録的な豪雨により浸水被害が発生
・近年の気候変動を考慮すると、こうした集中豪雨はいつどこで発生
してもおかしくない状況にあり、県民の暮らしの安心・安全を守るため、
河川改修やダムなどの洪水対策の着実な推進が必要

提
案
・要
望

現状と課題 事業概要

H21 椹野川

浄水場

越水

H22 厚狭川

厚狭駅

堤防天端

越水

H25 田万川

H25 須佐川

主な実施箇所

木屋川

：河川改修(H21,22,26豪雨)

：ダム建設

＜凡例＞

：河川改修(H25.7豪雨)

麦川川

椹野川 古甲川

厚東川

厚狭川

有帆川

南若川

馬刀川
西光寺川

切戸川

島田川

田布施川

土穂石川

玉鶴川

阿武川

須佐川

田万川

（錦川）

（木屋川）

（深川川）

平瀬ダム
木屋川ダム

大河内川ダム

河川改修事業全２５河川のうち
１９河川がH21,22,25,26災害対応

平田川

《国土交通省》
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洪水対策実施箇所

切戸川

厚狭川

有帆川

大内川

厚東川

木屋川

平田川

柳井川

土穂石川

田布施川

島田川

玉鶴川

西光寺川

馬刀川

古甲川

友田川

中川

真締川

南若川

椹野川

：河川改修

：ダム建設

：ダム管理機器更新

：ダム管理支援システム

＜凡例＞

大坊ダム

川上ダム

阿武川ダム

大河内川ダム

木屋川ダム

平瀬ダム

厚東川ダム

錦川

麦川川

阿武川

田万川

須佐川

：河川改修(阿武川、須佐川、田万川)
［平成25年7月豪雨に対する洪水対策］

黒杭川ダム

菅野ダム
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新港町五丁目地区（岩国市）急傾斜地崩壊対策事業 ［災関フォロー］

「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

・平成21年7月、県央部で大規模な土石流災害が発生
・平成25年7月、県北部で多くの土砂災害が発生
・平成26年8月、県東部で甚大な土砂災害が発生

・土砂災害防止施設の整備状況 →  ２３％と低い水準
・土砂災害特別警戒区域の指定状況 → 県内１９市町のうち

５市で指定完了

防災・減災対策の推進について（土砂災害対策の推進）

山口県の現状

・県土の８８％が山地や丘陵地
・脆弱な地質が広く分布
→非常に多くの危険箇所が存在し、ひとたび大雨が降れば、

県内どこでも土砂災害が発生するおそれ

土砂災害危険箇所数 ２２，２４８カ所 全国第３位

県民一人ひとりのいのち・安心を守るため、土砂災害対策を積極的に推進

土砂災害状況（平成26年8月6日の県東部の大雨災害）

提
案
・要
望

現状と課題

課題・問題点

１ 土砂災害対策を推進するための予算の確保

○ 特定緊急砂防事業の推進 ○ 地すべり対策事業の推進 ○ 治山事業の推進

・ 上宇津根中川、上宇津根上川 ・ 須川地区、木吹東２期地区 他２４箇所 ・ 柱野地区 他４９箇所

○ 砂防事業の推進 ○ 急傾斜地崩壊対策事業の推進

・ 野中川 他７５箇所 ・ 新港町五丁目地区 他５３箇所

２ 土砂災害特別警戒区域の指定を促進するための予算の確保と制度の拡充

○ 基礎調査の推進 ○ 基礎調査に係る交付金の補助率の嵩上げ及び自治体負担分を起債対象とする制度の拡充

・ ８市町

３ 集落周辺の既存治山施設の防災力機能調査のための予算の確保

○ 治山施設及び上流域における山地災害危険度調査

被災家屋被災状況

近年、県内各地で土砂災害が多発

死者１名

《農林水産省／林野庁／国土交通省》
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宇部市

防府市

光市

山陽小野田市

和木町

上関町

阿武町

長門市
萩市

柳井市

周南市

山口市

周防大島町

下関市

岩国市

田布施町

下松市

平生町

美祢市

③
④

⑤ 新港町五丁目地区 急傾斜地崩壊対策事業

福賀診療所
（災害時要援護
者関連施設）

砂防堰堤
（災害関連事業）

砂防堰堤
（特定緊急砂防事業）

市道

② 野中川 砂防事業

代表箇所の状況写真及び箇所図

① 上宇津根上川 特定緊急砂防事業

④ 須川地区 地すべり対策事業

宇佐川

流域

流域

土砂災害警戒区域

土砂災害警戒区域

全景

全景

③ 木吹東２期地区 地すべり対策事業

被害状況

市道

地すべりブロック

市道

地すべりブロック

①

全景

全景

基礎調査（８市町）

全景

災害関連事業

急傾斜地崩壊対策事業
（災関フォロー）

死者１名

被災家屋

②

⑤

砂防堰堤

福賀中学校
（避難所）

・土砂災害警戒区域 H24全市町で指定完了

・土砂災害特別警戒区域 H28 〃 60



「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

道路・堤防の耐震化を推進するための予算の確保

○ 橋りょうの耐震補強の推進
・ 彦島大橋、山口跨線橋 他５８橋

○ 堤防の耐震化の推進
・ 厚東川、厚狭川、横曽根川

防災・減災対策の推進について
（道路・堤防の耐震化の推進）

提
案
・要
望

現状

課題

○背景
・南海トラフ地震が今後30年以内に高い確率で発生すると予想
・平成26年3月14日に伊予灘を震源とする地震が発生し、大きな被
害はなかったものの柳井市や防府市などで震度５弱を観測
・地震災害から県民の暮らしの安心・安全を守るため、橋りょう、堤
防の耐震化が必要

○事業概要
◇橋りょうの耐震補強の推進
・発災後の救命・救助活動への支援や、被災地への物資輸送・産業
の復興等を目的とした、緊急輸送道路上の橋りょうの耐震補強

◇堤防の耐震化の推進
・背後地の地盤高が低く、堤防が沈下した場合背後の資産等の被
害の大きい区間の堤防の耐震化

・耐震化率の状況

対象施設 耐震化済 耐震化率

橋りょうの耐震補強 ２２１橋 ５２橋 ２４％

堤防の耐震化 ４０ｋｍ ２０ｋｍ ５０％

いずれの施設も耐震化率が低く、早期に耐震化を図ることが必要

横曽根川 堤防の耐震化

《国土交通省》

彦島大橋 耐震補強

Ｐ１橋脚 ＲＣ巻立工

堤防
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彦島大橋
耐震補強

山口跨線橋
耐震補強

厚狭川
堤防の耐震化

厚東川
堤防の耐震化

横曽根川
堤防の耐震化

〈 凡 例 〉
第１次緊急輸送道路
（県庁所在地、広域生活圏中心都市の市役所及び重要港湾、空
港等を連絡する道路）
第２次緊急輸送道路
（第１次緊急輸送道路と市役所及び町役場、主要な防災拠点（行
政機関、港湾等）を連絡する道路）

★ 第１次緊急輸送道路に接続すべき防災拠点

★ 第２次緊急輸送道路に接続すべき防災拠点

● 橋りょうの耐震補強 平成27年度要望箇所

堤防の耐震化 平成27年度要望箇所

位置図
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公共土木施設の老朽化対策を推進するための予算の確保

○ 道路施設の的確な維持修繕の推進 ○ 排水機場の長寿命化対策の推進
・ 国道１８７号、県道岩国大竹線 他２７３路線 ・ 土穂石川、大内川 他１３箇所

○ 橋りょうの長寿命化対策の推進 ○ ダムの長寿命化対策の推進
・ 大島大橋、角島大橋 等 ・ 菅野ダム、川上ダム 他１７箇所

○ 公園施設の長寿命化対策の推進 ○ 港湾施設・海岸保全施設の老朽化対策の推進
・ 維新百年記念公園 他４箇所 ・ 徳山下松港、岩国港、三田尻中関港、曽根地区海岸、豊浦海岸 等

○ 流域下水道の長寿命化対策の推進
・ 周南流域下水道、田布施川流域下水道

○ 土砂災害防止施設の老朽化対策の推進

・ 川尻地区地すべり防止施設 他２７箇所

防災・減災対策の推進について
（公共土木施設の老朽化対策の推進）

提
案
・要
望

現状 課題

「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

・高度経済成長期に集中的に整備された社会資本は、建設後既
に３０～５０年の期間が経過しており、今後急速に老朽化が進行

【 山口県における高齢化橋りょうの推移 】

2012.4 時点 2032.4 時点

建設後年数 ■50年～ ■30～49年 ■1～29年

・メンテナンスサイクル（点検→診断→措置→記録）を構築し、点検結果に

基づき、損傷が軽微なうちに補修等を行うことにより施設の長寿命化を図

る「予防保全」的な対策を 継続的に進め、維持管理費の縮減や更新費用

の平準化を図ることが必要

30%

38%

32%

67%

27%

6%

《国土交通省》
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１～２ レーン 補修後

（ウレタン舗装 切削・オーバーレイ）

３～８レーン 補修前

橋りょうの長寿命化対策の推進

床版劣化状況

代表事例

上関大橋

排水機場の長寿命化対策の推進

ゲートの
塗装の劣化

小瀬川ダム

ダムの長寿命化対策の推進

塗装前 塗装後

港湾岸壁のエプロン打替え

港湾施設・海岸保全施設の老朽化対策の推進

川尻地区
地すべり防止施設〈集水井）

内部劣化状況周南浄化センター
沈砂搬出機

後部軸受スプロケット劣化状況

流域下水道の長寿命化対策の推進

維新百年記念公園
補助陸上競技場

公園施設の
長寿命化対策の推進

土砂災害防止施設の老朽化対策の推進

補修後 断面修復工+剥落防止工

玉鶴川排水機場

主軸インペラ清掃状況

清掃後

宇部港沖の山岸壁

エプロンの劣化状況

岸壁エプロンの

クラック、不等沈下

岸壁エプロン打替え後
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「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

防災・減災対策の推進について
（ため池災害の未然防止対策の推進） 《農林水産省》

課題・問題点

現状

提
案
・要
望

○地域において用途廃止が妥当と判断されたため池のリスク除去
(ハード対策)

・単県緊急ため池対策によるため池の切開・切下げを実施

（ソフト対策）

・ため池の緊急排水の実施

・ため池点検パトロールを実施

○用途廃止が妥当とされたため池について、緊急的な地域防災上の

リスク除去が必要

・ため池総数 約10,000箇所(全国5位)

・うち下流に人家、公共施設があるため池 約 4,500箇所

・うち用途廃止が妥当なため池 約 100箇所

ため池災害の未然防止に向けた緊急防災対策（制度拡充）

○ 地域において廃止が妥当と判断されたため池における下流のリスク除去に向けた緊急対策（ため池切開や切り下げ）

・ 地域防災上のリスク除去対策： 古川地区（長門市） 他 9地区

○ 監視・管理体制の強化

ため池の切開

H25.7.28の大雨により決壊したため池
○災害の発生を未然に防止するため、監視・管理体制の強化が必要

・防災重点ため池 156箇所

実施後
着手前

低水位の管理イメージ

緊急排水の実施状況 緊急排水のイメージ

排水
貯水

点検パトロール実施状況

ため池
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防災・減災対策の推進について
（ため池災害の未然防止対策の推進）

１

３
４

５

６

８

２

７

ため池　　１０箇所
箇所

番号
市町名 箇所数

1 長門市 ２箇所

2 萩　市 １箇所

3 宇部市 ２箇所

4 防府市 １箇所

5 下松市 １箇所

6 田布施町 １箇所

7 周防大島町 １箇所

8 岩国市 １箇所
※地図番号は、箇所番号を示す。
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「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

農林水産施設の老朽化対策を推進するための予算の確保

防災・減災対策の推進について
（農林水産施設の老朽化対策の推進）

課題・問題点

現状

提
案
・要
望

○ 漁港施設の長寿命化対策の推進

・ 下関漁港 他 ５漁港

○農業用施設の老朽化対策の推進

・老朽化や機能低下が進んだため池や排水機場等の改修整備を実施

○治山施設の老朽化対策の推進

・治山ダムのコンクリートによる増厚や嵩上げ補強、鋼材の交換を実施

○漁港施設の長寿命化対策の推進

・計画的な防波堤、岸壁等の長寿命化対策工事を実施

○老朽化によるため池決壊や 排水機場の機能低下による浸水被害等の

防止のため、農業用施設の計画的な整備が必要

○高度経済成長期までに設置した治山施設のうち、 コンクリートダムや鋼

製ダムでは素材の劣化による対策が必要な施設が存在

○岸壁や防波堤等の漁港施設の老朽化が進んでおり、 施設利用者の安

全確保のため、施設の計画的な補修が必要

ため池の老朽化 整備後のため池

防波堤の老朽化 補修後の防波堤

○ 農業用施設の老朽化対策の推進
・ ため池

・ 頭首工

・ 排水機場

○ 治山施設の老朽化対策の推進
・ 治山ダム

： 大坪地区（岩国市）

： 一の井手地区（萩市）

： 厚狭中地区（山陽小野田市）

： 深坂地区（下関市）

他 ２７地区

他 １１地区

他 ６地区

他 ４地区

コンクリートダムの劣化 嵩上げ・増厚
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11地区

３地区

３地区

３地区

１地区

１地区

３地区

１地区
農業用施設の老朽化対策の推進 ため池 28地区

防災・減災対策の推進について
（農林水産施設の老朽化対策の推進）

3

5

1

2

4

1

2

3

4

１地区1

２

２

１

４

５

７

３
３

６

１地区

5

6

４

※地図番号は、箇所番号を示す。

※地図番号は、箇所番号を示す。

漁港施設
箇所

番号
市町名 漁港名

1 下関市  下関漁港

2 萩　市  萩漁港

3 長門市  仙崎漁港

4 萩　市  江崎漁港

5 長門市  川尻漁港

6 萩　市  見島漁港

排水機場　　７地区
箇所

番号
市町名 地区名

1 下関市  乃木浜 他２地区

2 山陽小野田市  厚狭中 他１地区

3 防府市  防府西

4 田布施町  田布施

頭首工　　１２地区
箇所

番号
市町名 地区名

1 下関市  田部 他２地区

2 美祢市  第１石入

3 山陽小野田市  赤 川

4 萩　市  一の井手

5 山口市  中山 他３地区

6 防府市  防府総合堰

7 岩国市  周東梶屋

箇所

番号
市町名 地区名

1 下関市 深　坂

2 山口市 徳佐下

3 岩国市 南　桑

4 美祢市 美　東

5 光　市 深　山

治山施設　
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提
案
・要
望

「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

大規模建築物の耐震診断及び耐震改修費用に対する更なる支援
○ 耐震診断及び耐震改修費用に対する国の支援及び地方財政措置の拡充
○ 耐震改修費用に対する国の支援の適用期限の延長

防災・減災対策の推進について（建築物の耐震改修の促進）

現状 課題・問題点

建築物の耐震化の促進のための規制強化

■耐震診断の義務化・耐震診断結果の公表

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建
築物及び学校、老人ホーム等の避難弱者が利用す
る建築物のうち大規模なもの等

平成27年末
まで

地方公共団体が指定する緊急輸送道路等の避難路
沿道建築物 地方公共団

体が指定す
る期限まで都道府県が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建

築物

・耐震改修促進法の改正（平成25年11月施行）において、大規模
建築物の耐震診断及びその結果の報告を義務付ける制度が
創設され、建築物の耐震化の促進については、早急な対応が
必要

・大規模建築物の耐震診断及び耐震改修については、多額の費
用 を要し、所有者や地方公共団体の負担が大きくなることが耐
震化促進の障害

・耐震診断の結果の報告期限は、平成27年末であり、耐震診断
結果により耐震性が不足する建築物については、耐震補強設
計等の期間を踏まえると、大多数のもので、平成27年度中の
着手が困難

→ 大規模建築物の耐震診断及び耐震改修は、多額の費用を

要することから、所有者及び地方負担の軽減を図るための
支援策が必要

→ 耐震診断後の耐震改修を着実かつ計画的に推進するため
には、所有者に対する継続的な支援が必要

・南海トラフ地震等大規模地震の切迫性が指摘される中、被害を可能
な限り軽減するためには、建築物の耐震化を着実に進めていくこと
が必要

・特に、不特定多数の者が利用する大規模建築物等については、災
害時の避難所等としての役割が期待されることから、早急な耐震化
が必要
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菊川断層

大原湖断層系

大竹断層

山口県の財政支援のスキーム

・ 耐震改修促進法の改正（平成25年11月施行）において耐震診断
が義務付けられた「不特定多数の者が利用する大規模建築物や
避難弱者が利用する大規模建築物」について、平成２６年度当
初予算で耐震診断及び耐震改修の補助制度（所有者負担あり）
を創設

・ 耐震診断については、今年度、補正予算において、所有者負担
のない補助制度を構築

山口県における想定地震

・ 山口県には、10以上の活断層が存在しており、これらの活断
層が動いた場合、直下型地震の発生により想定される最大
震度は、7～6弱

山口県地震被害想定調査報告書（平成20年3月）

山口県の主な活断層の位置

○耐震診断

交付金

1/3

補助金

1/6

　

特別交付税
1/6

 県　　市町

1/4　　1/4

※交付金の1/2を上限として特別交付税措置

地方単独費

2/6
国の支援の更なる拡充

上限の更なる拡充

地方負担分

1/2
国負担分

1/2

・

H2 7年度までの時限措置

○耐震改修

交付金

11.5%

補助金

21.8%

県

5.75%

市町

5.75%

特別交付税　 　地方単独費

5.75% 5.75%

※交付金の1/2を上限として特別交付税措置

国の支援の更なる拡充

上限の更なる拡充

国負担分

33.3%
地方負担分

11.5%
所有者負担分

55.2%・

H2 7年度までの時限措置
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提
案
・要
望

「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

私立学校の耐震化の促進

○ 私立学校における耐震改築・耐震補強に係る十分な国予算の確保

防災・減災対策の推進について（私立学校の耐震化の促進）

現状 課題・問題点

・耐震化が全国的にも遅れており、目標達成に向けては集中的な取
組が必要

平成27年度末

90％以上（目標）

平成25年度末

68.1％

○学校個別訪問による平成２７年度までの耐震化を要請
○きめ細かく手厚い県助成制度
◆耐震診断 ➣ 耐震補強・耐震改築（国庫嵩上） ➣ 利子補給

○耐震改築（平成26～28年度の時限措置） ※補助率：1/3
○耐震補強 補助率：1/3（建物の耐震性により1/2補助もあり）

・子供の命を守り、かつ、地域の避難場所ともなる私立学校施設の耐
震化は喫緊の課題であることから、耐震化目標を設定の上、学校法
人による事業実施を支援

私立学校における耐震化目標（山口県耐震化促進計画）

本県の事業推進・支援体制

国の補助制度

平成26年度末

78.7％（見込）

耐震化率の全国順位(H25.4.現在) 全国第４３位

➣古い校舎等の割合が多い
（新耐震設計基準施行以前の建物割合：全国2番目の高さ）

➣特に学校法人に負担を強いる耐震改築の進捗が遅れている

・全国的に耐震化事業の実施が集中

H26国事業：当初予算額を大きく上回る全国からの要望

→ 早期に子供の命の安心・安全の確保を図る観点から、県の支

援に加えて、平成２６年度及び２７年度事業に対する国の十分

な事業費確保が必要
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山口県の支援体制

○耐震診断

国 ：1/3
県 ：1/3
法人 ：1/3

○耐震補強

国 ：1/3（1/2）
県 ：1/6
法人 ：1/2（1/3）

○耐震改築

国 ：1/3
県 ：1/6
法人 ：1/2

○利子補給

私学事業団借
入金の無利子
化（県単独）

きめ細かく手厚い県助成制度

○平成27年度までの
耐震化要請

個別訪問

国による耐震化補助事業

○対象学校 小学校～大学
○対象施設 新耐震設計基準施行以前の建物

耐震性能が著しく低い建物
（Ｉｓ値０．３未満）等

○補 助 率 １／３
○補助期間 平成２６年度～２８年度

（３年間の時限措置）

耐震改築事業

○対象学校 小学校～高等学校
○対象施設 新耐震設計基準施行以前の建物

耐震性能が低い建物
（Ｉｓ値０．７未満）等

○補 助 率 １／３（Ｉｓ値０．３未満は１／２）

耐震補強事業

国・県・学校法人が一体となった耐震事業の加速化・耐震化目標の達成

➣子供の命の安心・安全確保
➣地域の避難場所

私立学校耐震化

平成２７年度末９０％以
上に向けた取組み

山口県における耐震化事業計画

耐震改築 耐震補強

平成26年度 ３棟（３校） ７棟（４校）

平成27年度 １２棟（６校） ６棟（４校） 72



「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

阿武川水系等３水系の早期復旧のための予算の確保

○ 阿武川水系 Ｌ＝２４．４ｋｍ （広域河川改修事業、災害関連事業）
○ 田万川水系 Ｌ＝１６．４ｋｍ （河川災害復旧等関連緊急事業、広域河川改修事業、災害復旧助成事業、災害関連事業）
○ 須佐川水系 Ｌ＝３．６ｋｍ （広域河川改修事業、災害関連事業）

河川改修事業の推進について
（平成２５年７月２８日大雨災害関連）

・平成２５年７月の集中豪雨では、県北部の萩市須佐で１時間
の降雨量が１３８．５ｍｍを記録するなど、これまでに経験のな
い記録的な大雨となり、阿武川等３水系において、ＪＲ４橋の流
失や損傷、８００戸を超える家屋が浸水するなど、極めて甚大
な被害が発生
・このため、県民の暮らしの安心・安全を守るため、３水系の早
急な再度災害防止が必要

提
案
・要
望

現状と課題

浸水被害エリア

須佐川水系

田万川水系

破堤

高岩橋

阿武川水系

田万川水系

特別養護老人ホーム

阿北苑

ＪＲ第６阿武川橋りょう流失 萩市須佐総合事務所

《国土交通省》
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災害関連事業
Ｌ＝１．２ｋｍ

広域河川改修事業
Ｌ＝１．６ｋｍ

災害関連事業
Ｌ＝０．８ｋｍ

河川災害復旧等
関連緊急事業
Ｌ＝４．５ｋｍ

災害復旧助成事業
Ｌ＝４．８ｋｍ

災害関連事業
Ｌ＝１．７ｋｍ

広域河川改修事業
Ｌ＝１．８ｋｍ

災害関連事業
Ｌ＝０．６ｋｍ

広域河川改修事業
Ｌ＝３．０ｋｍ

田
万
川
水
系
Ｌ
＝
１
６
．
４
ｋ
ｍ

災害関連事業
Ｌ＝２．２ｋｍ

広域河川改修事業
Ｌ＝１０．４ｋｍ

広域河川改修事業
Ｌ＝７．７ｋｍ

広域河川改修事業Ｌ
＝１．４ｋｍ

阿武川水系
Ｌ＝２４．４ｋｍ

災害関連事業
Ｌ＝２．７ｋｍ

山口県

事業概要

床上 床下 合計

阿武川水系 ６４ １９ ８３
ＪＲ山口線
第4,5,6阿武川橋りょう流失

田万川水系 ２０５ ７５ ２８０
特別養護老人ホーム
「阿北苑」孤立

須佐川水系 ３４９ １２８ ４７７
ＪＲ山陰本線
須佐橋りょう損傷

備考
浸水家屋数（戸）

河川名

被災状況
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「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

地域の医療提供体制の充実について

提
案
・要
望

現状 課題・問題点

・県内医師数は全国水準を上回るが、地域間・診療科間での偏在
による医師不足の状況

・高齢化による医療需要が増大する中、限られた医療資源を効果的・
効率的に提供するため、医療機能の分化・連携が急がれる状況

・高齢化による医療需要の増大に対応していくためには、医師確保
対策のさらなる充実が必要

→ 医師不足の地域・診療科への誘導は県レベルの取組に限界
があり、国において需給計画の作成等が必要

・医療機能の分化・連携を適切に推進していくことが重要

→ 医療提供体制の将来像を示す「地域医療ビジョン」について
は、地域住民や医療機関に大きな影響を及ぼすことから、地
域の実情を踏まえた内容とする必要

→ 「地域医療ビジョン」に沿って、医療機関の自主的な機能分
化・連携を促すための措置が必要

１ 医師確保対策の推進

○ 地域や診療科において必要とされる医師を計画的に養成・配置する仕組みの構築
（診療科ごと・地域ごとの専門医適正数や認定基準の設定、研修修了後の医師不足地域等での一定期間の勤務義務付け等）

２ 医療機能の分化・連携の推進

○ 地域の実情を踏まえた「地域医療ビジョン」の策定が可能となるガイドラインの提示
○ 医療機能の分化・連携の推進に向けた、医療機関に対する診療報酬上のインセンティブ付与等の措置

・Ｈ２０年度以降、医学部入学定員を増員（原則、都道府県修学資金
とセットで定員増を認可）

・Ｈ２９年度導入を目途に、新たな専門医制度を構築
・地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療
法、介護保険法等の関係法律について所要の整備

国の動き

二次医療圏別
人口10万対医師数（人）Ｈ２４

小児人口10万対
小児科医師数（人）の推移
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○ 国による抜本的な医師確保対策

地域における適切な医療提供体制の確保

地域間・診療科間での医師偏在の解消 医療機能の分化・連携

○ 地域の実情を踏まえ

たビジョン策定が可能
な国ガイドラインの提示

○ 医療機関に対する診
療報酬上のインセンティ
ブ付与等の措置

■改正医療法による制度化と課題
(1)病床機能（高度急性期、急性期、回復期、

慢性期）の報告制度
(2) 地域医療ビジョンの策定
⇒  ガイドラインの弾力的運用が必要
⇒ 医療機能の分化・連携には医療機関の

自主的な取組を促す措置が必要

■医師確保対策上の課題
(1) 地域間の偏在
(2) 診療科間の偏在
⇒ 県レベルの取組に限界があり、国による

抜本的な対策が必要

必要医師数の把握

医師需給計画の作成

診療科ごと・地域ごとの専
門医適正数や認定基準の
設定

一定期間の勤務義務付け
等、医師不足地域等に誘導
する仕組みの構築
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「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

１ 地域包括ケアシステムの構築に向けた支援の充実
○ 医療と介護の連携の促進

・ 医療・介護サービスのコーディネート役となる人材養成に係る支援
○ 認知症支援のための人材の確保

・ 認知症サポート医や認知症介護指導者等の人材養成に係る研修
の充実

・ 研修実施機関の拡充

地域の介護提供体制の充実について

提
案
・要
望

現状

課題・問題点

・医療と介護の連携や認知症支援の推進役となる人材が不足

→ 人材養成への支援が必要

・介護従事者の賃金の低さや、介護業務に対するマイナスイメージ等
から、介護従事者の確保・定着が困難

→ 賃金水準の向上をはじめとした処遇改善の取組が必要
→ 介護従事者が働きやすい環境整備が必要

○認知症サポート医と認知症介護指導者の数が不足
（H25年度末現在 認知症サポート医 34名、認知症介護指導者 29名）

○県内事業所の賃金
訪問介護員 179.0千円 介護職員 199.9千円

＜参考＞ 全国の賃金、離職率の状況 ※H25年賃金構造基本統計調査等

２ 介護従事者確保対策の推進
○ 介護従事者の就業・定着につながる適切な介護報酬の設定
・ 介護職員処遇改善加算の拡充等

○ 介護従事者が働きやすい環境づくり
・ 介護業務のイメージアップの促進
・ 資格や経験を適正に評価する制度の導入促進
・ 休職・休暇代替職員雇用の場合の支援制度の充実等

国の動き

○医療介護総合確保推進法に基づき

・地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本
的な方針を策定（Ｈ２６年９月）
・在宅医療と介護の連携、認知症施策を介護保険の地域支援
事業として実施（Ｈ３０年４月までに全市町村で実施）

○平成２４年度介護報酬改定において、介護職員処遇改善加算制度

を創設（平成２６年度で終了）

○７５歳以上人口・割合の増加
（H25 223千人、15.7% → H37 278千人、21.8%）

○医療・介護連携の取組に地域差
○医療と介護の両方の知識を有する人材の不足

山口県の現状

職 種 平均賃金月額 離職率

全 産 業 324.0千円 15.6％

訪問介護員 218.2千円
16.6％

介 護 職 員 218.9千円 77
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※１ 介護保険制度に関する世論調査(H22内閣府)
※２ H25年度介護労働実態調査

◇有効求人倍率（山口県）

全職種 ０．９０

介護関連 １．７５

◇仕事のイメージ※１

・きつい 65.1%

・社会的に意義有る 58.2%

・給与水準が低い 54.3%

・やりがいがある 29.0%

◇介護労働者から見た職場の取組状況※２

・介助しやすい施設づくりや福祉機器の導入

12.7％

・介護能力を適切に評価する仕組み 15.0％

・キャリアアップの仕組みの整備 19.9％

◇労働条件等※２

・賃金が低い 43.6％ ・人手が足りない 45.0％

・休暇が取りにくい 34.5％

やまぐち高齢者プランに基づく取組
＜人材の確保と資質の向上＞

介護職員の定着率向上や働きやすい環境整備を促進

福祉・介護人材の
養成と確保

福祉・介護人材
の資質の向上

魅力ある福祉・介
護職場づくり

医療・介護連携、認知症支援のための人材の確保

医療・介護サービス
のコーディネーター

認知症
サポート医

認知症
介護指導者

介護支援専門員、
地域包括職員等

かかりつけ医への
指導・助言役

介護事業所への
指導・助言役

人材養成に係る研修の充実 研修実施機関の拡充

地域の介護提供体制の充実 78



「活力みなぎる山口県」の実現 ～安心・安全確保戦略関連要望～

地方警察官の増員について
《警察庁／総務省》

提
案
・要
望

現状 課題・問題点

ストーカー・ＤＶ事案の認知状況

振り込め詐欺等特殊詐欺の現状

・本年8月末時点で73件（昨年比＋36件）
・被害金額は３億円超（過去最高）

国際情勢等から見た山口県の特徴

・約1,500㎞の沿岸線（全国第６位）
・７つの開港（全国第２位）
・岩国基地所属米軍人等の増加
・訪日外客数及び県内在留外国人の増加

・国益を害する犯罪検挙数の増加

テロリストの潜入が懸念

【ストーカー・ＤＶ対策】
・「ストーカー・配偶者暴力対策本部」を新設

被害者保護対策の中核として、女性警察官を含む三交
替勤務で夜間も対応可能な「生活安全特命班」を設置

【振り込め詐欺等特殊詐欺対策】
・「捜査第二課広域知能犯係」を増員し、専従捜査体
制を強化

徹底した組織の合理化・再配置

平成26年度組織改編

・ストーカー・ＤＶ事案及び振り込め詐欺等特殊詐欺
事案の増加に対し、既存の人員では対処困難

山口県警察の取組
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「日々の暮らし安心・安全確保」の実現に向けた警察官の増員
○ 人身安全関連事案対策の強化

・ ストーカー・ＤＶ事案に対応する警察本部特命班及び警察署専従要員の体制強化
○ 特殊詐欺対策の強化

・ 振り込め詐欺等特殊詐欺事案に対応する捜査第二課広域知能犯係の体制強化
○ 国際情勢の変化に対応するための事態対処能力の強化

・ 外事課国際テロリズム対策係の体制強化

→ 地方警察官の増員による体制強化が必要



各種対策の推進状況

H26.8末 昨年比

１８６ ＋　３

指 導 ・ 警 告 ８４ －  ５

文 書 警 告 １３ ＋　１

ストーカー規制法検挙 ４ ＋　１

他 法 令 検 挙 １３ －　４

援 助 措 置 １７３ ＋１１

　認　　　知

○ 大規模署にストーカー・DV対策専従要員

を配置(H25)
○ 警察本部において、一元的に事案対処す

るため、「ストーカー・配偶者暴力対策本部」

を設置(H26)

○ 女性被害者への対応
強化を図るため、三交替
制勤務の特命班に女性

警察官を登用(H26)
○ 女性警察官を対象に

集中的な被害者支援講
座を開催（H26,全国初）

○ 条例改正により県営
住宅等を避難場所に
(H26)

○ 装備資機材（監視カ
メラ、ＩＣレコーダー等）
の整備

○ 知事部局、保護観察
所等と県警察の連携強
化

寸劇形式での手口紹介金融機関との連携高齢者宅への個別訪問

安心な暮らしづくりをサポート

○１日約４３０件の電話連絡
○注意喚起と被害防止をアドバイス

「振り込め詐欺等被害防止コールセンター」による啓発活動

○ 爆発物の原料物
質を扱う薬局 等約
2,000事業所に個別
訪問、 約420事業
所にプレートの配布

○ 約110のホテル・
旅館に対する協力
依頼用プレートの
配布

○ 広報・啓発チラシ
等の配布

○ ロールプレイング
訓練の実施

○ 民間ボランティア
団体「沿岸警備協力
会」を設立（中国管
区内で山口県のみ）

○ 同会は、14地区、
1,040の事業所・個
人で組織

○ 沿岸パトロールの
実施

ストーカー・ＤＶ対策

国際情勢等に鑑みた官民一体のテロ対策

特殊詐欺にかかる高齢者重点の被害者防止対策

爆弾テロ防止対策
テロリストの

潜伏防止対策
民間団体と連携した

沿岸防犯対策

本年４月～８月中、66事案に対し、延べ311日、854人体制 で
固定警戒等を実施

危険性・切迫性の判断 生活安全・刑事部門の連携

対処体制の構築

女性警察官の登用拡大 保護対策の強化

H26.8末 昨年比

６２７ －５５

指 導 ・ 警 告 ２２１ －  ３

保 護 命 令 ３３ ±　０

DV 防 止 法 検 挙 ３ ＋　１

他 法 令 検 挙 ４２ －　９

援 助 措 置 ４０２ ＋　７

　認　　　知

ストーカー対策 ＤＶ対策
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